（別紙様式第１－１号）

〇〇集落ビジョン

	都道府県名
	
	市町村名
	

	地区名
	
	地区内農地面積
	

	集落営農名
	

	連携組織名
	

	構成組織名
	


※複数の集落営農が連携して事業に取り組む場合は、「連携組織名」欄に連携組織の名称を、「構成組織名」欄に連携組織の構成員全てを記載してください。

１.現状及び課題
	



２.連携・合併に向けた方針
	


※具体的な連携先や連携・合併の内容を記載すること。

３.成果目標等
（１）成果目標について
成果目標に設定する項目の「□」にチェックを入れること。
ただし、現状欄のみに記載した項目はチェック不可。（１を除く）
	
	項　目
	内　容
	現状

	１年目
（当初採択
年度）
	２年目
	３年目（目標
年度）

	
	
	
	R　年度
	R　年度
	R　年度
	R　年度

	１　連携・合併による生産・販売体制等の確立

	□
	（１）目標年度までに連携・合併組織等を設立し、複数の集落営農が広域連携に取り組む
	連携・合併組織等の設立（※１）
	
	
	
	

	
	（２）目標年度までに規約等に基づき作業連携又は販路連携に取り組む
	作業連携又は販売連携（※１）
（連携先　：　　　　　）
（連携内容：　　　　　）
	
	
	
	

	
	（３）目標年度までに規約等に基づき機械等の共同利用等の連携に取り組む
	機械等の共同利用等（※１）
（連携先　：　　　　　）
（連携内容：　　　　　）
	
	
	
	

	２　継続的な発展のための体制の確立

	□
	（１）人材の確保
	常時雇用者の増加（年間７か月以上雇用される者の数を記載）
	
	
	
	

	□
	（２）人材の育成
	雇用就農者のキャリアアップに向けた人材育成計画の策定（※１）
	
	
	
	

	□
	（３）円滑な世代交代
	構成員等のうち、60歳以下のオペレーターの増加
	
	
	
	

	□
	（４）農地の集積
	利用権設定等（農作業の受託を含む。）の面積の拡大（利用権設定等の面積：ha）
	
	
	
	

	□
	（５）経営の高度化
	組織の法人化（※１）
	
	
	
	

	
	
	就業規則の策定（※１）
	
	
	
	

	
	
	複式簿記の導入（※１）
	
	
	
	

	
	
	GAP認証の取得（※１）
	
	
	
	

	３　継続的な発展のための収益性の改善

	□
	（１）事業の周年化
	周年作業体系の確立（※１）
	
	
	
	

	□
	（２）高収益作物等の導入・拡大
	高収益作物や有機農産物の販売増加
（高収益作物等の販売金額：万円）
	
	
	
	

	□
	（３）加工品や直売等の導入・拡大
	加工品や直売等の販売増加
（加工品等の販売金額：万円）
	
	
	
	

	□
	（４）農作業の省力化
	基幹作業の労働時間の削減
（基幹作業の労働時間）
	
	
	
	


※１　取り組む年度以降に「１」を記載。既に達成している場合は、現状欄に「１」を記載。
※２　実績数値は下線を引くこと。

（２）その他の取組について
	項　　目
	内　　容
	チェック

	（１）リスクへの備え
	農業版BCPを策定している、又は収入保険等に加入している
	□

	（２）環境への配慮
	持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画の認定を受けている、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事業活　動実施計画の認定を受けている
	□

	
	化学農薬や化学肥料の削減を行っている
	□

	（３）輸出の取組
	フラッグシップ輸出産地に参画している
	□

	
	既に農産物等を海外へ輸出している、又は輸出事業計画の認定を受けている
	□


※　該当する項目の「□」にチェックをいれること。

４.都道府県等のサポート
	年月日
	サポート機関等
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	



５．添付書類
（１）別紙様式第１－２号　年度別実施計画書
（２）環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート
（３）その他、記載事項が妥当であることが分かる資料等


（別紙様式第１－２号）

年　度　別　実　施　計　画　書

	都道府県名
	
	市町村名
	
	助成対象者名
	

	事業実施年度
	令和〇年度
	当初採択年度
	令和〇年度
	目標年度
	令和〇年度



	項目
	取組内容
	１年目
（令和〇年度）
	２年目
（令和〇年度）
	３年目
（令和〇年度）
	合計
	備考欄

	
	
	事業費
	助成額
	事業費
	助成額
	事業費
	助成額
	事業費
	助成額
	

	１　集落ビジョン策定
	・集落ビジョンの策定
	
	
	
	
	
	
	
	
	該当なし

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　集落ビジョンの実現に向けた取組

	（１）中核となる若者等の雇用
	・取組の概要
	
	
	
	
	
	
	
	
	該当なし

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（２）収益力の柱となる経営部門の確立
	・取組の概要
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（３）組織の法人化
	・見込まれる法人化の時期
・法人名（仮称でも可）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（４）共同利用機械等の導入
	・導入機械等の名称
・能力・規模（〇台、馬力、条刈り、〇棟、〇㎡）
	
	
	
	
	
	
	
	
	除税額
○○円
（うち国費
○○円）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）上段には計画額、下段には実績額を記入
※添付資料
・　当該年度の事業費の算定根拠となる、見積書や取組内容の詳細が分かる資料。その他、記載事項が妥当であることが分かる資料等。
・　助成対象者が課税事業者の場合は、備考欄に事業費に含まれる「除税額、うち国費」を記載してください。簡易課税事業者及び免税事業者については、「該当なし」、不明な場合は「含税額」と記載してください。
なお、任意組織の場合は、構成員の課税状況に応じて、消費税額の控除を行う必要があります。申請時点で機械等の按分が不明な場合は、「含税額」とし確定後に消費税に係る国庫補助金額の返還手続を行ってください。

（別紙様式第２号）

令和〇年度集落営農等支援計画

	都道府県名
	
	市町村名
	

	地区名
	
	地区内農地面積
	ha　

	集落営農名
	

	連携組織名
	

	構成組織等名
	


※複数の集落営農が連携して事業に取り組む場合は、「連携組織名」欄に連携組織の名称を、「構成組織等名」欄に連携組織の構成員全てを記載してください。

１　事業計画
（１）助成計画
（単位：円）
	項　目
	事業費

F = A + B + C
+ D + E
	負担区分
	備　考

	
	
	補助金

Ａ
	都道府県費

Ｂ
	市町村費

Ｃ
	助成対象者
負担
Ｄ
	その他

Ｅ
	

	助成事業
	
	
	
	
	
	
	

	助成内容
	
	


（注）助成内容欄は、当該年度の助成内容を記載してください。

（２）市町村サポートに係る経費
ア　サポートに係る経費
（単位：円）
	項　目
	事業費

F = A + B + C
+ D + E
	負担区分
	備　考

	
	
	補助金

Ａ
	都道府県費

Ｂ
	市町村費

Ｃ
	助成対象者
負担
Ｄ
	その他

Ｅ
	

	市町村サポート
	
	
	
	
	
	
	



イ　市町村サポートの具体的内容
	
	具体的な使途

	市町村サポート
	



２　目標地図
（１）目標地図
	目標地図
	［組織名］
	令和〇年度中に目標地図に位置付けられることが確実
	［組織名］


（注）目標地図に位置付けられている場合には、組織名（連携組織の構成員を含む）を記載してください。

（２）目標地図に位置付けられるまでのスケジュール
	スケジュール

	


（注）事業実施年度中に目標地図に位置付けられる見込みの場合は、そのスケジュールを記載してください。

３　市町村域を越える場合
	□
	事業実施地区が市町村域を越える場合に関係自治体と調整を行っている。

	
	調整内容等について

	
	



（注）事業実施地区が複数市町村にまたがる場合は□にチェックを入れ、調整内容等を記載すること。

４　事業実施主体の概要
	市町村名
	
	代表者名
	

	事務局担当部局
	
	事務責任者
	（役職）
（氏名）

	電話・ファックス
	TEL
FAX
	事務担当者
	（役職）
（氏名）



５　添付書類
・　別紙様式第２号別添　助成事業等実施内容（内訳）
・　別紙様式第１－１号　集落ビジョン及び別紙様式第１－２号　年度別実施計画
・　助成対象者の定款又は規約、構成員の状況及びその他経営状況が分かる資料
・　助成対象者が位置付けられている目標地図を含む地域計画等
・　環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート
・　その他、都道府県知事が必要と認める書類

（注）添付資料について、ウェブサイトにおいて、閲覧が可能な場合は、当該外部サイトのＵＲＬを記載することにより当該資料の添付を省略することができる


（別紙様式第２号別添）
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（別紙様式第３号）

令和〇年度集落営農連携促進等事業
〇〇都道府県事業実施計画

１　事業の目的

２　事業の内容及び計画

３　都道府県事業実施計画
（単位：円）
	項　目
	事業費

F = A + B + C
+ D + E
	負担区分
	備　考

	
	
	国庫

Ａ
	都道府県費

Ｂ
	市町村費

Ｃ
	助成対象者負担
Ｄ
	その他

Ｅ
	

	１　助成事業費
	
	
	
	
	
	
	

	２　市町村のサポート経費
	
	
	
	
	
	
	

	３　都道府県のサポート経費
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	



４　事業完了（予定）年月日　　　　令和　年　月　日

５　収支予算（精算）
（１）収入の部
	区　　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	比較増減
	備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	
国庫補助金

その他
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	



（２）支出の部
	区　　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	前年度予算額
（本年度予算額）
	比較増減
	備　　考

	
	
	
	増
	減
	

	
１　助成事業

２　市町村の
サポート経費

３　都道府県の
サポート経費

	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	



〔添付資料〕
１．都道府県が定める本補助金の交付に関する規程又は要綱等
２．別紙様式第２号別添　助成事業等実施内容（内訳）
別紙様式第３号別添　都道府県サポート計画
別紙様式第２号　支援計画
環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート
３．その他地方農政局長等が必要と認める資料

（注）交付申請時に本様式を準用する場合は、都道府県交付要綱を添付すること。

（別紙様式第３号別添）

都道府県サポート計画
	〇〇県



１　サポート体制と役割分担
	市町村
	
	
	

	集落営農名
（又は連携組織名）
	
	
	

	都道府県
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	

	普及センター
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	

	市町村
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	

	農業協同組合
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	

	〇〇
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	

	▲▲
	担当機関名
	
	
	

	
	支援内容
	
	
	



２　都道府県サポートに要する経費
	区　分
	内　　容
	金　　額（円）
	内　　訳

	給　料
	
	
	

	報　酬
	
	
	

	職員手当等
	
	
	

	旅　費
	
	
	

	共済費
	
	
	

	報償費
	
	
	

	需用費
	
	
	

	役務費
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	

	備品購入費
	
	
	

	委託料
	
	
	

	計
	
	
	





（別紙様式第４号）

番　　　号
年　月　日

　　　○○都道府県知事　殿
　（○○地方農政局長　殿）
　　　　北海道にあっては、北海道農政事務所長
　　　　沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（○○都道府県知事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○

令和○○年度集落営農連携促進等事業集落営農等支援計画（又は都道府県事業実施計画）の承
認申請について

　集落営農連携促進等事業実施要綱（令和７年３月31日付け６経営第3212号農林水産事務次官依命通知）第５の１（又は２）に基づき、関係書類を添えて申請する。



(別紙様式第５号)
番　　　号
年　月　日



　　　○○都道府県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○

令和○○年度集落営農連携促進等事業目標達成状況報告書の提出について

　集落営農連携促進等事業実施要綱（令和７年３月31日付け６経営第3212号農林水産事務次官依命通知）第10の１（又は第11の１）に基づき、別添のとおり報告する。


（別紙様式第５号別添）

目標達成状況報告書（○年目）

	都道府県名
	市町村名
	助成対象者名
	事業採択年度
	目標年度

	
	
	
	
	



１　助成対象者の成果目標
	項目
	現状
	１年目
(当初採択年度：R○年度)
	２年目
(R○年度)
	３年目
(目標年度：
R○年度)
	○年目
達成状況
（％）
	実績を確認した
資料名等

	１　連携・合併による生産・販売体制等の確立

	①
	連携・合併組織等を設立
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	作業連携又は
販路連携
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	機械等の共同利用等
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	２　継続的な発展のための体制の確立

	①
	人材の確保
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	人材の育成
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	円滑な世代交代
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	農地の集積
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤経営の高度化
	組織の法人化
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	就業規則の策定
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	複式簿記の導入
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	GAP認証の取得
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	３　継続的な発展のための収益性の改善

	①
	事業の周年化
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	高収益作物等の
導入・拡大
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	③
	加工品や直売等の導入・拡大
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	④
	農作業の省力化
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



２　達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）



（添付書類）
　・　地域計画を策定することを条件に採択された地区については地域計画。
（注）添付資料について、助成対象者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該外部サイトのＵＲＬを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。

〔記入要領等〕
１　１の「現状」欄と「目標達成状況」欄の上段には助成事業等実施内容（内訳）（別紙様式第２号別添１）の（２）の成果目標の設定状況の「現状」、「〇年目」欄の内容を記入、下段は、当該年度の実績を記載し、「○年度目達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を、(実績-現状)/(年度計画-現状)×100により求め、記入するものとする（小数第２位は切り捨て、小数第１位まで記入する。また、「現状」と「年度計画」が同数の場合は、達成状況は「－」を記入する。）。
２　１の成果目標に係る達成状況は、助成事業等実施内容（内訳）に掲げた経営体の成果目標の項目について、助成対象者毎に記入する。
３　「２　達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れがある場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。
また、目標年度において目標が達成されていない場合は、別途、別紙様式第８号により助成対象者ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成見込時期等を記入する。
[bookmark: １令和３年度_担い手確保・経営強化支援事業実施要綱_溶け込み版（本文）.pdf][bookmark: ２R3補正様式集][bookmark: ３211217_R3様式第２号（ワードファイル）]

（別紙様式第６号）

番　　　号
年　月　日

　○○地方農政局長　殿
　　　　北海道にあっては、北海道農政事務所長
　　　　沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○都道府県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○

令和○○年度集落営農連携促進等事業点検評価等報告書の提出について

　集落営農連携促進等事業実施要綱（令和７年３月31日付け６経営第3212号農林水産事務次官依命通知）第10の２（又は第11の２）に基づき、別添のとおり報告する。


（別紙様式第６号別添）

目標達成状況報告書（都道府県）

	都道府県名
	




	事業採択年度
	市町村名
	助成対象
者名
	都道府県の点検（評価）における所見(評価)及び指導内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



[bookmark: ４別紙様式第３号別添１]（注）１		都道府県知事は、本様式を地方農政局長等へ報告する際、事業実施主体から提出された報告書を添付するものとする。
２		成果目標が未達成であり、事業実施主体に対して指導を行った地区の場合は、所見（評価）と合わせて指導内容を記入し、目標が達成している地区の場合は「－」を記入する。
　　なお、目標年度において目標を達成していない場合は、事業実施主体に対する指導内容等の記載を必須とする。
３		目標年度を超えて継続して評価を実施する場合も、同様とする。

（別紙様式第７号）

番　　　号
年　月　日

　経営局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○地方農政局長

令和○○年度集落営農連携促進等事業点検評価等報告書の提出について

　集落営農連携促進等事業実施要綱（令和７年３月31日付け６経営第3212号農林水産事務次官依命通知）第10の３（又は第11の４）に基づき、別添のとおり報告する。




（別紙様式７号別添）
目標達成状況報告書（地方農政局等）

	地方農政局等名
	



	事業採択年度
	都道府県名
	市町村名
	助成対象
者名
	都道府県の点検（評価）における所見(評価)及び指導内容を踏まえた地方農政局長等の所見(評価)及び指導内容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（注）１　地方農政局長等は、本様式を経営局長へ報告する際、都道府県知事から提出された報告書を添付するものとする。
２　成果目標が未達成の地区のみについて記入し、都道府県知事から事業実施主体に対して指導内容を踏まえた所見(評価)及び指導内容を記入する。
３　目標年度を超えて継続して評価を実施する場合も、同様とする。

43
（別紙様式第８号）

目標未達成理由等の報告書

	都道府県名
	市町村名
	助成対象者名
	事業採択年度
	目標年度

	
	
	
	
	



Ⅰ　助成対象者ごとの成果目標の未達成理由等
	成果目標項目
	目標未達成となった主な理由等

	
	



Ⅱ　目標達成に向けた改善措置及び達成見込時期等


〔記入要領〕
１　Ⅰの「目標未達成となった主な理由等」欄については、助成対象者の成果目標の項目ごとに未達成の主な理由を記入する。
２　Ⅱの「目標達成に向けた改善措置及び目標達成見込時期等」欄については、これまでの達成状況等の推移を踏まえ、具体的な改善措置の内容、目標達成の見込とその時期について記入する。


（参考様式）
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（２）個別表

２

：

認

定

新

規

就

農

者

１

：

認

定

農

業

者

整

理

番

号

認定農業者等の区

分

５

：

共

同

利

用

機

械

等

の

導

入

４

：

法

人

化

３

：

収

益

力

の

向

上

２

：

若

者

等

の

雇

用

１

：

集

落

ビ

ジ

ョ

ン

策

定

位

置

付

け

ら

れ

て

い

る

場

合

は

「

1

」

中

山

間

地

域

農

業

ル

ネ

ッ

サ

ン

ス

事

業

に

助成対象者情報

助成対象者の詳細

３

：

１

及

び

２

以

外

の

組

織

２

：

目

標

地

図

に

位

置

付

け

ら

れ

る

こ

と

が

確

実

で

あ

る

組

織

１

：

目

標

地

図

に

位

置

付

け

ら

れ

た

組

織

（

連

携

組

織

を

設

立

し

て

い

る

場

合

）

連

携

組

織

設

立

時

期

集落営農等の区分

市

町

村

名

地域計画等の区分

集

落

ビ

ジ

ョ

ン

等

策

定

主

体

助成対象者の区分

都

道

府

県

名

No

助

成

対

象

者

の

整

理

番

号

助成対象者名

整

理

番

号

整

理

番

号

３

：

連

携

組

織

　

　

を

共

同

し

て

行

う

組

織

２

：

都

道

府

県

知

事

が

集

落

営

農

と

し

て

認

め

る

農

業

生

産

活

動

１

：

集

落

営

農

整

理

番

号

事業実施地区

「

1

」

将

来

像

が

明

確

化

さ

れ

た

地

域

計

画

が

策

定

さ

れ

て

い

る

場

合

は

　

　

令

和

６

年

能

登

半

島

地

震

の

被

災

市

町

の

み

）

２

：

実

質

化

さ

れ

た

人

・

農

地

プ

ラ

ン

（

原

子

力

被

災

1

2

市

町

村

及

び

１

：

地

域

計

画

２

：

法

人

１

：

法

人

以

外

整

理

番

号

経営形態の別

の区分

現

状

の

経

営

面

積

（

h

a

）

令

和

〇

年

度

の

経

営

面

積

（

h

a

）

経営面積

（農作業受託を含む）

現

状

年

度

事業内容

（

地

域

計

画

か

ら

転

記

）

地

域

名
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成果目標の設定状況 経費情報（単位：円）

そ

の

他

（

円

）

（１）連携・合併組織を設立し、

複数の集落営農が広域連携に取り組む

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

（

中

古

の

場

合

）

中

古

資

産

耐

用

年

数

耐

用

年

数

（

年

）

事

業

費

（

円

）

市

町

村

費

（

円

）

令和〇年度配分積算額 消費税仕入控除税額

【必須目標】１　連携・合併による生産・販売体制等の確立（以下の（１）から（３）までのいずれかを選択）

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

単

位

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

助

成

対

象

者

毎

の

整

備

内

容

の

整

理

番

号

事業内容

（取組内容、機械等名称

及び能力･規模等）

耐用年数

具体的な内容

事

業

実

施

年

度

（

令

和

）

　

　

事

業

費

（

円

）



都

道

府

県

費

（

円

）

国

庫

補

助

金

（

円

）

（２）規約等に基づき

作業連携又は販路連携に取り組む

免

税

事

業

者

は

｢

3

｣

、

不

明

の

場

合

は

空

欄

本

則

の

課

税

事

業

者

は

「

1

」

、

簡

易

課

税

事

業

者

は

「

2

」

、

控

除

等

の

別

国

庫

補

助

金

（

円

）

う

ち

国

費

（

円

）

除

税

額

（

円

）

R

〇

年

度

（３）規約等に基づき

機械等の共同利用等の連携に取り組む

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

現

状

年

度

現

状

値

現

状

値

R

〇

年

度

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

単

位

具

体

的

な

取

組

内

容

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

現

状

年

度

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

新

品

、

中

古

の

別

具

体

的

な

取

組

内

容

具

体

的

な

取

組

内

容

単

位

現

状

年

度
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【選択目標１】２　継続的な発展のための体制の確立（以下の（１）から（５）までの取組から１つ以上選択）

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

人 件 人 ha 法人 件 件 件

単

位

R

〇

年

度

現

状

値

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

（３）円滑な世代交代

ＧＡＰ認証の取得

（５）経営の高度化

単

位

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

（２）人材の育成

60歳以下のオペレーターを

増加させる

R

〇

年

度

R

〇

年

度

（４）農地の集積

現

状

値

増

加

面

積

割

合

（

%

）

実

施

地

区

全

体

農

地

面

積

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

増

加

（

人

）

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

単

位

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

（１）人材の確保

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

単

位

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

単

位

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

単

位

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

雇用就農者のキャリアアップに向けた

人材育成計画の策定

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

単

位

（

件

）

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

現

状

年

度

現

状

年

度

現

状

年

度

現

状

年

度

現

状

年

度

利用権設定等（農作業の受託を含む）の面積拡大 法人化

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

就業規則の策定

単

位

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

R

〇

年

度

現

状

値

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

複式簿記の導入

常時雇用者の増加

（年間７か月以上雇用される者）

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

増

加

（

人

）

定

等

の

面

積

の

拡

大

率

を

成

果

目

標

と

す

る

場

合

は

「

2

」

標

と

す

る

場

合

は

「

1

 

」

、

助

成

対

象

者

に

お

け

る

利

用

権

設

事

業

実

施

地

区

に

お

け

る

利

用

券

設

定

等

の

面

積

割

合

を

成

果

目

成

果

目

標

と

し

て

設

定

す

る

場

合

「

1

」

現

状

年

度

現

状

年

度

現

状

年

度


image5.emf
件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

件 万円 万円 時間

その他の取組

フ

ラ

ッ

グ

シ

ッ

プ

輸

出

産

地

に

参

画

し

て

い

る

（１）

いずれかを

選択

（２） （３）

いずれかを

選択

いずれかを

選択

加

入

し

て

い

る

農

業

版

B

C

P

を

策

定

し

て

い

る

又

は

収

入

保

険

等

に

農

業

版

B

C

P

を

策

定

し

て

い

る

収

入

保

険

等

に

加

入

し

て

い

る

環

境

へ

配

慮

す

る

取

組

を

し

て

い

る

受

け

て

い

る

（

特

定

）

環

境

負

荷

低

減

事

業

活

動

実

施

計

画

の

認

定

を

持

続

性

の

高

い

農

業

生

産

方

式

の

導

入

に

関

す

る

計

画

又

は

化

学

農

薬

や

化

学

肥

料

の

削

減

を

行

っ

て

い

る

輸

出

に

取

り

組

ん

で

い

る

既

に

農

産

物

等

を

海

外

に

輸

出

し

て

い

る

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

R

〇

年

度

輸

出

事

業

計

画

の

認

定

を

受

け

て

い

る

R

〇

年

度

現

状

値

R

〇

年

度

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

縮

減

率

（

％

）

単

位

単

位

現

状

値

R

〇

年

度

R

〇

年

度

（

目

標

年

度

）

R

〇

年

度

現

状

年

度

取

組

内

容

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

取

組

内

容
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テ
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⑯


□
関
係
法
令
の
遵
守


□
⑰


□
農
業
機
械
等
の
装
置
・
車
両
の
適
切
な
整
備
と
管
理


の
実
施
に
努
め
る


□
⑱


□
正
し
い
知
識
に
基
づ
く
作
業
安
全
に
努
め
る


□
⑲


報
告
時


（
し


ま
し


た
）


（
６
）
生
物
多
様
性
へ
の
悪
影
響
の
防
止


申
請


時
（


し
ま


す
)


□
病
害
虫
・
雑
草
の
発
生
状
況
を
把
握
し
た
上
で
防
除


の
要
否
及
び
タ
イ
ミ
ン
グ
の
判
断
に
努
め
る
（
再


掲
）


□
⑭


□
多
様
な
防
除
方
法
（
防
除
資
材
、
使
用
方
法
）
を
活


用
し
た
防
除
を
検
討
（
再
掲
）


□
⑮


報
告
時


（
し


ま
し


た
）


（
５
）
廃
棄
物
の
発
生
抑
制
、


適
正
な
循
環
的
な
利
用
及
び
適
正
な
処
分


申
請


時
（


し
ま


す
)


□
プ
ラ
等
廃
棄
物
の
削
減
に
努
め
、
適
正
に
処
理


□
⑬


報
告


時
（


し
ま


し
た


）
（
３
）
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
節
減


申
請


時
（
し
ま
す


)


□
農
機
、
ハ
ウ
ス
等
の
電
気
・
燃
料
の
使
用
状
況
の
記


録
・
保
存
に
努
め
る


□
⑩


□
省
エ
ネ
を
意
識
し
、
不
必
要
・
非
効
率
な
エ
ネ
ル


ギ
ー
消
費
を
し
な
い
よ
う
に
努
め
る


□
⑪


報
告


時
（


し
ま


し
た


）
（
２
）
適
正
な
防
除


申
請


時
（
し
ま
す


)


□
病
害
虫
・
雑
草
が
発
生
し
に
く
い
生
産
条
件
の
整
備


を
検
討


□
⑤


□
病
害
虫
・
雑
草
の
発
生
状
況
を
把
握
し
た
上
で
防
除


の
要
否
及
び
タ
イ
ミ
ン
グ
の
判
断
に
努
め
る


□
⑥


□
多
様
な
防
除
方
法
（
防
除
資
材
、
使
用
方
法
）
を
活


用
し
た
防
除
を
検
討


□
⑦


□
農
薬
の
適
正
な
使
用
・
保
管


□
⑧


□
農
薬
の
使
用
状
況
等
の
記
録
・
保
存


□
⑨


報
告


時
（


し
ま


し
た


）
（
１
）
適
正
な
施
肥


申
請


時
（
し
ま
す


)


□
肥
料
の
適
正
な
保
管


□
①


□
肥
料
の
使
用
状
況
等
の
記
録
・
保
存
に
努
め
る


□
②


□
作
物
特
性
や
デ
ー
タ
に
基
づ
く
施
肥
設
計
を
検
討


□
③


□
有
機
物
の
適
正
な
施
用
に
よ
る
土
づ
く
り
を
検
討


□
④環
境
負
荷
低
減
の
ク
ロ
ス
コン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
チ
ェッ
ク
シ
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◆
上
記
は
ひ
な
形
で
あ
り
、
各
事
業
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よ
り
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す
る
取
組
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な
る
場
合
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事
業
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要
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要
領
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事
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：


住
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連
絡
先
：


＜
報
告
内
容
の
確
認
と
個
人
情
報
の
取
り
扱
い
に
つ
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て
＞


・
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チ
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状
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行
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。
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状
況
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た
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農
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水
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省
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が
な
け
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三
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提
供


す
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あ
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ま
せ
ん
。


上
記
に
つ
い
て
、
確
認
し
ま
し
た
→
□







報告時
（しました）（４）悪臭及び害虫の発生防止


申請時
（します）


□悪臭・害虫の発生防止・低減に努める□⑦


□
※飼養頭数が一定規模以上の場合（該当しない □）


家畜排せつ物の管理基準の遵守□⑧


報告時
（しました）（７）環境関係法令の遵守等


申請時
（します）


□みどりの食料システム戦略の理解□⑪


□関係法令の遵守□⑫


□GAP・HACCPについて可能な取組から実践□⑬


□
アニマルウェルフェアの考えに基づいた飼養
管理の考え方を認識している


□⑭


□
農業機械等の装置・車両の適切な整備と管理
の実施に努める


□⑮


□正しい知識に基づく作業安全に努める□⑯


□
※和牛生産を行っている場合（該当しない □）


家畜改良増殖法及び家畜遺伝資源に係る不正
競争防止に関する法律の遵守


□⑰


報告時
（しました）（６）生物多様性への悪影響の防止


申請時
（します）


□
※特定事業場である場合（該当しない □）


排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守□⑩


報告時
（しました）


（５）廃棄物の発生抑制、
適正な循環的な利用及び適正な処分


申請時
（します）


□プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理□⑨


報告時
（しました）（３）エネルギーの節減


申請時
（します）


□
畜舎内の照明、温度管理等施設・機械等の使用
や導入に際して、不必要・非効率なエネルギー
消費をしないように努める


□⑥


報告時
（しました）（２）適正な防除


申請時
（します）


□
※飼料生産を行う場合（該当しない □）


病害虫・雑草が発生しにくい生産条件の整備を
検討


□③


□
※飼料生産を行う場合（該当しない □）


農薬の適正な使用・保管□④


□
※飼料生産を行う場合（該当しない □）


農薬の使用状況等の記録・保存□⑤


報告時
（しました）（１）適正な施肥


申請時
（します）


□
※飼料生産を行う場合（該当しない □）


肥料の適正な保管□①


□
※飼料生産を行う場合（該当しない □）


肥料の使用状況等の記録・保存に努める□②


環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
（畜産経営体向け）


注 ※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。


◆ 上記はひな形であり、各事業によりチェックする取組は異なる場合が
あるため、各事業の要綱・要領などでご確認ください。


Ver2.1
事業名：
組織名・代表者氏名：
住所：
連絡先：


＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・ 本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が対象


者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・ 記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確


認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第三者に提供
することはありません。 上記について、確認しました→□







報告時
（しました）（７）環境関係法令の遵守等


申請時
（します）


□みどりの食料システム戦略の理解□⑪


□関係法令の遵守□⑫


□
林業機械等の装置・車両の適切な整備と管理
の実施に努める


□⑬


□正しい知識に基づく作業安全に努める□⑭


報告時
（しました）（６）生物多様性への悪影響の防止


申請時
（します）


□
生物多様性に配慮した事業実施（物資調達、
施業等）に努める


□⑩


報告時
（しました）


（５）廃棄物の発生抑制、
適正な循環的な利用及び適正な処分


申請時
（します）


□廃棄物の削減に努め、適正に処理□⑧


□未利用材の有効活用を検討□⑨


報告時
（しました）（３）エネルギーの節減


申請時
（します）


□
林業機械や施設の電気・燃料の使用状況の記
録・保存に努める


□⑤


□
省エネを意識し、不必要・非効率なエネル
ギー消費をしないように努める


□⑥


報告時
（しました）（２）適正な防除


申請時
（します）


□
※農薬を使用する場合（該当しない □）


農薬の適正な使用・保管□③


□
※農薬を使用する場合（該当しない □）


農薬の使用状況等の記録・保存□④


報告時
（しました）（４）悪臭及び害虫の発生防止


申請時
（します）


□悪臭・害虫の発生防止・低減に努める□⑦


報告時
（しました）（１）適正な施肥


申請時
（します）


□
※種苗生産を行う場合（該当しない □）


肥料の適正な保管□①


□
※種苗生産を行う場合（該当しない □）


肥料の使用状況等の記録・保存に努める□②


環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
（林業事業者向け）


注 ※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。


Ver2.1


◆ 上記はひな形であり、各事業によりチェックする取組は異なる場合があるため、各事業の要綱・要領などでご確認ください。


事業名：
組織名・代表者氏名：
住所：
連絡先：


＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・ 本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が対象


者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・ 記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確


認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第三者に提供
することはありません。


上記について、確認しました→□







報告時
（しました）（７）環境関係法令の遵守等


申請時
（します）


□みどりの食料システム戦略の理解□⑫


□関係法令の遵守□⑬


□
漁船等の装置・機材の適切な整備と管理の実施
に努める


□⑭


□正しい知識に基づく作業安全に努める□⑮


報告時
（しました）（６）生物多様性への悪影響の防止


申請時
（します）


□
※資源管理協定を締結している場合（該当しない □）


資源管理協定の遵守□⑨


□
※養殖を行う場合（該当しない □）


人工種苗生産技術が確立した魚種について、人工
種苗使用を検討


□⑩


□
※漁場改善計画を策定している場合（該当しない □）


漁場改善計画の遵守□⑪


報告時
（しました）


（５）廃棄物の発生抑制、
適正な循環的な利用及び適正な処分


申請時
（します）


□プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理□⑦


□
※養殖を行う場合（該当しない □）


生餌給餌から配合飼料への転換もしくは給餌効
率の向上等による給餌量削減を検討


□⑧


報告時
（しました）（３）エネルギーの節減


申請時
（します）


□
漁船・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・
保存に努める


□④


□
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー
消費をしないように努める


□⑤


報告時
（しました）（４）悪臭及び害虫の発生防止


申請時
（します）


□悪臭・害虫の発生防止・低減に努める□⑥


報告時
（しました）（１）適正な施肥


申請時
（します）


□
※藻場の維持管理等のための施肥を行う場合


（該当しない □）


肥料の適正な保管
□①


□
※藻場の維持管理等のための施肥を行う場合


（該当しない □）


肥料の使用状況等の記録・保存に努める
□②


報告時
（しました）（２）適正な防除


申請時
（します）


□
※養殖を行う場合（該当しない □）


水産用医薬品の適正な使用□③


環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
（漁業経営体向け）


注 ※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。


Ver2.1


◆ 上記はひな形であり、各事業によりチェックする取組は異なる場合
があるため、各事業の要綱・要領などでご確認ください。


事業名：
組織名・代表者氏名：
住所：
連絡先：


＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・ 本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が対象


者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・ 記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確


認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第三者に提供
することはありません。


上記について、確認しました→□







報告時
（しました）（７）環境関係法令の遵守等


申請時
（します）


□みどりの食料システム戦略の理解□⑫


□関係法令の遵守□⑬


□
環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努
める


□⑭


□
※機械等を扱う事業者である場合（該当しない □）


機械等の適切な整備と管理に努める□⑮


□正しい知識に基づく作業安全に努める□⑯


報告時
（しました）（６）生物多様性への悪影響の防止


申請時
（します）


□
※生物多様性への影響が想定される工事等を実施
する場合（該当しない □）


生物多様性に配慮した事業実施に努める
□⑩


□
※特定事業場である場合（該当しない □）


排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守□⑪


報告時
（しました）


（５）廃棄物の発生抑制、
適正な循環的な利用及び適正な処分


申請時
（します）


□
※と畜場でない場合（と畜場である □）


食品ロスの削減に努める□⑦


□プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理□⑧


□資源の再利用を検討□⑨


報告時
（しました）（３）エネルギーの節減


申請時
（します）


□
工場・倉庫・車両等の電気・燃料の使用状況
の記録・保存に努める


□③


□
省エネを意識し、不必要・非効率なエネル
ギー消費をしないように努める


□④


□
環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達
を検討


□⑤


報告時
（しました）（４）悪臭及び害虫の発生防止


申請時
（します）


□悪臭・害虫の発生防止・低減に努める□⑥


報告時
（しました）（１）適正な施肥


申請時
（します）


□環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討□①


報告時
（しました）（２）適正な防除


申請時
（します）


□
環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討
（再掲）


□②


環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
（⾷品関連事業者向け）


注１ （５）⑦については、と畜場の場合には□にチェックしてください。
この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。


注２ （６）⑩、（６）⑪、（７）⑮の※の記載内容に「該当しない」場
合には□にチェックしてください。この場合、当該項目の申請時・報告
時のチェックは不要です。


Ver2.1
事業名：
組織名・代表者氏名：
住所：
連絡先：


＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・ 本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が対象


者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・ 記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確


認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第三者に提供
することはありません。


上記について、確認しました→□


◆ 上記はひな形であり、各事業によりチェックする取組は異なる場合があるため、各事業の要綱・要領などでご確認ください。







報告時
(しました)


（７）環境関係法令の遵守等申請時
(します)


□みどりの食料システム戦略の理解□⑪


□関係法令の遵守□⑫


□
環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努
める


□⑬


□
※機械等を扱う事業者である場合（該当しない □）


機械等の適切な整備と管理に努める□⑭


□正しい知識に基づく作業安全に努める□⑮


報告時
（しました）


（５）廃棄物の発生抑制、
適正な循環的な利用及び適正な処分


申請時
(します)


□プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理□⑦


□資源の再利用を検討□⑧


報告時
（しました）（３）エネルギーの節減


申請時
(します)


□
オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用
状況の記録・保存に努める


□③


□


省エネを意識し、不必要・非効率なエネル
ギー消費をしない（照明、空調、ウォームビ
ズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用
等）ように努める


□④


□
環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達
を検討


□⑤


報告時
(しました)（１）適正な施肥


申請時
(します)


□
※農産物等の調達を行う場合（該当しない □）


環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討□①


報告時
（しました）（２）適正な防除


申請時
(します)


□
※農産物等の調達を行う場合（該当しない □）


環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討
（再掲）


□②


報告時
（しました）（４）悪臭及び害虫の発生防止


申請時
(します)


□
※肥料・飼料等の製造を行う場合（該当しない □）


悪臭・害虫の発生防止・低減に努める□⑥


報告時
(しました)（６）生物多様性への悪影響の防止


申請時
(します)


□
※生物多様性への影響が想定される工事等を実施
する場合（該当しない □）


生物多様性に配慮した事業実施に努める
□⑨


□
※特定事業場である場合（該当しない □）


排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守□⑩


環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート
（⺠間事業者・⾃治体等向け）


注 ※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。
この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。


Ver2.1


◆ 上記はひな形であり、各事業によりチェックする取組は異なる場合が
あるため、各事業の要綱・要領などでご確認ください。


事業名：
組織名・代表者氏名：
住所：
連絡先：


＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・ 本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が対象


者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・ 記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確


認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第三者に提供
することはありません。


上記について、確認しました→□
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（別紙様式第２号別添）

　（１）総括表
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（注）１　記載は、（２）の個別表の記載から転記すること。

２　都道府県及び市町村のサポート経費について集落ビジョンごとに必要経費を記載すること。
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